
行政評価シート（事後評価）
コード 事務事業名 所管部課

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

9-3-7 情報教育推進事業（ＰＣ設置・管理、工事） 教育部教育指導課教育情報センター

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　高度に発展した情報社会を生きる子どもたちには、「自ら学び、考える」ための情報収集の方法や
安全に活用するための能力を身に着けることが必要とされている。そのための教育環境の整備を含
め、情報通信ネットワークを本格的に活用するための教育情報化を推進する。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金
の概要（国・都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等

　これまでの西東京市の教育の情報化は、IT戦略本部による「e-Japan重点計画」の方針に基づき、教育情報センターの構築や、コンピュータの整
備を行ってきた。また、平成16年12月には『西東京市教育計画（教育プラン21）』を策定し、特色ある学校づくりの推進として、コンピュータの環境整
備とともに、学校ホームページ、個人情報の保護、ソフトの充実なども推進している。平成19年度末には「西東京市情報教育推進事業整備計画（平
成17年度～平成19年度）」が終了し、パソコン教室へのひとり一台の配置と各教室への校内LANの整備が終了した。今後は、平成19年11月に発足
した「西東京市教育情報化推進計画検討委員会」において、ＩＣＴの効果的な活用方法や課題を明確化し、教育情報化の計画を策定し、平成21年
度からの予算に反映させていく予定である。

事業開始時期 14 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 17年度

財
源
内
訳

人

18年度 19年度 20年度

千円

320,563 341,014 345,550 335,263

320,563 341,014 345,550 335,263

0.80

5,713

0.70 0.70 0.70

365,850

6,529

千円 15,494 16,206 14,587

千円 5,730 5,713

341,792

パソコン教室の整備校 千円 22,786 12,962 13,066 12,207

千円 341,787 362,933

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 17年度

②パソコン維持管理費 実績値 円 110,959

成果指標 単位

18年度 19年度 20年度

①パソコン教室の整備校 実績値 校 15 28 28 28

100,873 104,789

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　①パソコン教室一人一台の環境整備が完了した学校数（各年度末現在）
　②パソコン一台（プリンター等周辺機器及び什器類を含む）に対し、年間で支払われる維持管理費（リース料と機器保守料）の平均値

17年度 18年度 19年度 20年度

一
次
コンピューター一台あ
たりの児童生徒数

目標値 人

実績値 人

5.4人/台 5.4人/台 3.6人/台 3.6人/台

7.0人/台 6.7人/台 6.5人/台

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　（一次）目標値･･･国の整備計画の目標値、実績値･･･西東京市の各年度末実績値

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

　教員用のパソコンは職員室に２台のみで、教員からは常に教員用パソコン設
置の要望が出ている。平成20年５月末に全教職員への「教育情報化推進計画
に関するアンケート」を実施し、西東京市教育情報化推進検討委員会におい
て、検討していく予定である。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

　全国レベルからみると、東京都の整備状況は低いほうであるが、26
市の中では西東京市の教育情報化における環境整備はトップクラス
である。

代替・類似サービスの有無 　特になし

法律

条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  上

  中

  下

  有

  無

直営 委託 補助 その他



コード 事務事業名 所管部課

【一次評価】

【二次評価】

【行革本部評価】

9-3-7 情報教育推進事業（ＰＣ設置・管理、工事） 教育部教育指導課教育情報センター

検証項目 ランク 一次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

事業の優先
度（緊急性） 2

　今後の計画策定においては、逼迫した財政状
況が予想される中、情報システムの最適化も視
野に入れた策定が必要とされる。多額の予算を
投じて導入した機器を有効活用するためには、
指導計画を明確化していくと同時に、教員もコ
スト意識をもって、利活用に努める必要がある。
　西東京市教育情報化推進計画検討委員会で
は、「最小経費で最大の効果」というコンセプト
をもちながら、教職員の意見を反映させ、「児
童・生徒に対するわかる授業の実現」を目指し
た計画策定にむけて調査検討を行っている。平
成20年５月末には全教職員対象にアンケートを
実施し、現状の課題を明確化し、単に環境整備
を行うのではなく西東京市としてのＩＣＴ教育の
方向性を持って、授業への取組、校務の効率
化、地域・家庭との連携を視野に入れた計画策
定及び環境整備を行っていく必要があると考え
る。

事業の
必要性 2

事業主体
の妥当性 3

直接のサービ
スの相手方 2

事業内容等
の適切さ 2

受益者負担
の適切さ 3

市民ニーズ
の把握 2

検証項目 ランク 二次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

事業の優先
度（緊急性） 2

　現在、教員一人に１台のパソコンの配置
が課題となっているが、現状の予算の範囲
内で検討中であるとの報告があったので、
引き続きコスト意識を高め、また市の最適
化も視野に入れながら課題を解消するた
めの検討を行うべきである。

事業の
必要性 2

事業主体
の妥当性 3

直接のサービ
スの相手方 2

事業内容等
の適切さ 2

受益者負担
の適切さ 3

市民ニーズ
の把握 2

行革本部評価 判断理由及び事業を行う上での課題や、今後改善すべき点等

　情報教育の充実の観点から必要な事業であるが、市の財政事情を踏まえ、情報システムの最適化も
視野に入れながら、費用対効果の高いシステムの導入計画となるよう、検討を進められたい。

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

0

1

2
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事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

拡充


